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－水冷却炉，溶融塩炉，小型炉の検討及び総合評価－

各種冷却材を有する高速増殖炉に関する
プラント設計評価�
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１.　はじめに

　各種冷却材を有する高速増殖炉に関するプラン
ト設計評価（１）では，ナトリウム（以下，Na）冷
却炉，重金属冷却炉，ガス冷却炉の検討結果を述
べた。
　ここでは，順に，（�）水冷却炉，（�）溶融塩
炉，（�）小型炉及び六つの炉型の総合評価につい
て研究結果を詳述する。
　なお，小型炉については，この原子炉の市場と
して，冷却材の種類ではなく，原子炉出力が大き
く影響するため，別に分類した。本稿では，電気
出力１５０万kW級の原子炉を大型炉，電気出力５０万
kW級の原子炉を中型炉，そして電気出力５万kW
級の原子炉を小型炉と呼んでいる。
　小型炉の検討に当たっては財団法人電力中央研
究所殿の協力を頂いた。また，水冷却炉の検討に
当っては日本原子力研究所及び東京大学岡教授の
御指導を頂いた。

２．水冷却炉の検討

　経済性と信頼性が十分に実証された軽水炉プラ
ントシステムを利用する高速増殖炉概念を検討し
た。検討対象として，沸騰水型軽水炉（以下，
BWR）技術を利用した高転換比BWR型炉，加圧
水型軽水炉（以下，PWR）技術を利用した高転換
比PWR型炉及び軽水炉技術の発展型である超臨
界圧軽水冷却高速増殖炉（SCFBR）の３概念を選
定した1）。
　水冷却により増殖性を確保するには，炉内中性
子のエネルギーを現行軽水炉より高くする必要が
あり，減速材としての役割を持つ水を炉心から極
力排除する。これにより，核的に増殖炉心が成立
することを確認するだけでなく，過渡・事故時に
おいても炉心冷却性が確保されていることを確認
する必要がある。
　なお，実用化されている軽水炉プラントシステ
ムを利用することを基本としているため，炉心設
計に際しては軽水炉と同様に，安全上の観点から
負のボイド反応度係数・反応度を有することを前
提条件とした。加えて，高速中性子を用いること
になるため，Na冷却炉と同様に炉心体系が最大
臨界形状にない。このため，設計基準事象を超え
た炉心損傷事故の影響についても検討が必要とな
る。
　このような観点から水冷却炉の検討項目を大き

く次の３項目に設定した。すなわち，転換比１以
上の達成，熱水力的観点からの成立性及び再臨界
問題の検討である。
　なお，本検討に際しては，高転換型の水冷却炉
に豊富な知見を有する日本原子力研究所2），東京
大学，軽水炉プラントメーカの御協力を頂いた。
（１）高転換比BWR型炉
　表１に基本仕様を，図１に炉心概念を示す。増
殖炉とするため，燃料集合体を現行軽水炉の四角
配列から三角配列の狭ピッチとすることにより水
対燃料体積比を減少させると共に，冷却材を高ボ
イド率化させることにより高速中性子が減速され
る機会を減少させている。さらに，負のボイド係
数・反応度を実現するため，炉心を改良型BWR
（以下，ABWR）に比べ大きく扁平化し軸方向への
中性子漏えいを促進させる設計とした。このよう
な高ボイド率化・扁平化によって，炉心流量及び
圧力損失はそれぞれABWRの１/３，１/４程度とな
り，再循環系を自然循環方式とすることができる。
マイナーアクチニド（以下，MA）・核分裂生成物
（以下，FP）を含んだ低除染燃料の装荷を想定し
ても，負のボイド係数・反応度を維持したまま１
以上の増殖比を達成でき，自己リサイクルも可能
であることが分かった。
　熱的には，最小限界出力比（MCPR）は現行
ABWRと同等の１．３を確保すると共に，熱水力設
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ABWR高転換比BWR型炉項　　目

１，３５６１，３５６電力出力（MWe）

３，９２６３，９２６熱出力（MWt）

７．２７．２原子炉圧力（MPa）

２．７３．８炉心外接半径（m）

８７２９００燃料集合体数

１１．２
（９×９燃料）１３．７燃料棒外径（mm）

３．２１．３燃料棒間隔（mm）

４．５６．０炉心部取出燃焼度（104MWD/t）＊

５．２１．７炉心流量（104t/h）

１４．５５３炉心出口クオリティ（％）

４３７０炉心部平均ボイド率（％）

－１．０５増殖比

１２１７最大線出力密度（kW/ft）

１．３１．３MCPR

‐８‐０．５ボイド係数（10-4Δk/k/%void）

１３２４連続運転期間（月）

表１　高転換比BWR型炉の基本仕様
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計に用いた伝熱相関式（修正CISE式）の保守性に
ついては，米国ベティス原子力研究所での限界熱
流束実験の結果3），4）と比較することで確認した。さ
らに，代表的な設計基準事象についても評価を行
い，成立する見通しを得た。
　炉心損傷事象についても評価を行った。炉心及
びプラント特性を考慮すると，炉心損傷に至るの
は軽水炉と同様に除熱喪失であり，その時間的裕
度はNa冷却炉に比べてはるかに大きいこと，及び
損傷後には炉心内物質配位の変化にて再臨界に至
る可能性はあるものの，作動流体が存在しないた
め大きな機械的エネルギー発生の可能性は低く，
軽水炉と同様に熱的事故影響が主体となると推定
されることが分かった。
　ABWRプラントシステムを利用する点での問題
は見出されておらず，再循環系を自然循環にて構
成できるため，建設費は現行ABWR同等以下とで
きることが分かった。
（２）高転換比PWR型炉
　表２に基本仕様を，図２に炉心概念を示す。増
殖炉とするため，燃料集合体を現行軽水炉の四角
配列から三角配列の狭ピッチとすることにより水
対燃料体積比を減少させるとともに，軽水に比べ
中性子の減速能力が低い重水を冷却材に利用する
ことにより，熱中性子への減速を回避させている。
さらに，負のボイド反応度を実現するため，２種
類の燃料集合体と，短尺のブランケット集合体を
互い違いに配置することで，炉心ボイド時の中性
子漏えいを増加させる設計とした。前述の（１）高転
換比BWR型炉と同様に，低除染燃料の装荷を想定
しても，負のボイド反応度を維持したまま１以上
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図１　高転換比BWR型炉の炉心概念

ABWR高転換比BWR型炉項　　目

１，３５６１，３５６電力出力（MWe）

３，９２６３，９２６熱出力（MWt）

７．２７．２原子炉圧力（MPa）

２．７３．８炉心外接半径（m）

８７２９００燃料集合体数

１１．２１３．７燃料棒外径（mm）

３．２１．３燃料棒間隔（mm）

４．５６．０炉心部取出燃焼度（104MWD/t）＊
（内部ブランケットあり／なし燃料）

－１．０５増殖比

１２１７最大線出力密度（kW/ft）

‐８‐０．５ボイド反応度係数（%Δρ/全void）

１３２４連続運転期間（月）

表２　高転換比BWR型炉の基本仕様

図２　高転換比PWR型炉の炉心概念
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の増殖比を達成でき，自己リサイクルも可能であ
ることが分かった。
　熱的裕度については，定格出力運転時の最小限
界熱流束比（以下，最小DNBR）をkfk相関式を
用いて評価し，十分に裕度があることを確認し，
相関式についても，実験5）との比較によってその保
守性を確認した。代表的な設計基準事象について
最小DNBRを評価し，十分なDNB余裕の確保が可
能であることが分かった。
　炉心損傷事象については，炉心特性及びシステ
ム構成を考慮した定性的な考察により，炉心が損
傷するまでの事象進展については，現行PWRとほ
ぼ同じであるとの見通しを得た。
　重水を用いるため，PWRプラントシステムを利
用する際に設備の変更は必要となるが，建設費は
現行炉並となると考えられる。
（３）SCFBR
　東京大学にて検討されてきた概念で，冷却水を
臨界圧力（22.1MPa）以上に加圧して使用するこ
とにより，沸騰点が存在しない単相流として扱う
ことができ，炉心出口温度の高温化によって熱効
率の大幅な向上が可能になる概念である。システ
ムとしては，火力発電プラントで用いられている
貫流型直接サイクルを採用するため，設備の簡素
化が可能になる。
　表３に基本仕様を，図３に炉心概念を示す6）。燃
料集合体を稠密三角配列とすることで水対燃料体
積比を減少させると共に，液体と気体の双方の性
質を兼ねた超臨界水を使用することにより，単位
体積当たりに含まれる水分子中の水素原子の数を
減少させ，熱中性子への減速を回避させている。

さらに，負のボイド反応度を実現するため，薄い
水素化ジルコニウムの層を炉心燃料とブランケッ
トの境界に配置した径方向非均質炉心を採用する
ことで，炉心ボイド時のスペクトルを調整する。
これらの対策により増殖性の確保が可能となる。
他の概念同様に，低除染燃料の装荷を想定しても，
増殖性をの確保が可能となる。
　熱的裕度の評価については，相変化のない超臨
界圧水を用いる場合，現行軽水炉とは異なる手法
を用いる。すなわち，熱流束比ではなく，被覆管
温度が設計制約条件となる。ここで，擬臨界温度
近傍における伝熱劣化現象を考慮する必要がある
が，この現象は亜臨界水での沸騰遷移に比べると
穏やかかつ連続的で，擬臨界温度近傍のみで生じ
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図３　SCFBRの炉心概念

１，６９８電力出力（MWe）

３，８３２熱出力（MWt）

２８０/５２３冷却材入口／出口温度（℃）

４４．３熱効率（％）

２５原子炉圧力（MPa）

３．５０炉心等価直径（m）

２７０/１６３燃料／ブランケット集合体数

１３．９６/１２．５８/１３．４６Pu fissile富化度（％）（内／中／外）

１０．２/１１．５燃料棒外径／ピッチ（mm）

４．００/１０．１練炭型ブランケット水路内径／ピッチ（mm）

４．３平均燃焼度（104MWd/t）

１．０３４増殖比

３８２最大線出力（W/cm）

‐６．４９冷却ボイド反応度係数（10-5dk/k/%void）

３９０/３運転サイクル（日）／バッチ数

表３　SCFBRの基本仕様
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るため，この時の熱伝達率については，乱流数値
シミュレーションで予測することが可能となり，
実験結果と良く一致することが確認されている7）。
通常運転時及び代表的な設計基準事象に対して，
十分な裕度を持つことが可能な見通しを得た。
　炉心損傷事象については，炉心特性及びシステ
ム構成を考慮した定性的な考察により，炉心が損
傷するまでの事象進展は，現行軽水炉とほぼ同じ
である見通しを得た。
　プラントシステムについては，ABWRプラント
を基に主要機器の配置検討を行い，機器の簡素化
及び熱効率の向上によって，建設単価は現行
ABWRに比べて大幅に低減できる可能性を有する
ことが分かった。
（４）まとめ
　水冷却においても，１をやや上回る程度の増殖
比が達成できる見通しを得た。現行軽水炉のワン
ススルー・サイクルと比べて，ウラン資源の節減
効果もあり，軽水炉からのプルトニウムをリサイ
クルするシステムを構築することは可能と考えら
れる。水冷却増殖炉は，現行軽水炉の延長線上の
技術として，現有の使用済み燃料貯蔵量の低減や
余剰プルトニウムの有効利用など，原子力発電が
直面する当面の課題に早期に対応できる技術とし
て意義があるものと考えられる。

３．溶融塩炉

（１）溶融塩炉の特徴8）～13）

　流動燃料炉としての溶融塩炉は通常の固体燃料
炉と比べて次の特徴を有する。
�　燃料集合体等の構造物がなく炉心構造が単純
�　燃料取り扱いが容易でポンプでの輸送も可能
�　照射前の燃料加工や検査が簡素化され，照射
後の分解・脱被覆や溶融の工程も簡略化

�　固体廃棄物がなく，廃棄物処理が簡素化
�　核分裂生成物の連続的除去が可能（中性子経
済の改善により燃焼度を向上，放射性物質イン
ベントリ小で潜在的な危険性が低減）

�　液体燃料として固有の安全性（熱膨張による
負の反応度温度係数）

�　溶融塩本来の性質として化学的に不活性
　また，次のような短所もある13）～15）。
�　燃料被覆管がなくFPを閉じ込める障壁が少ない
�　燃料の炉心外部への移動で遅発中性子が損失
する

�　炉心以外の冷却系設備における核分裂性物質
のインベントリが大きい

�　燃料が冷却系を循環することによりポンプや
熱交換器が放射化され，燃料やFPが付着する

�　構造材の腐食と質量移行の問題がある
�　連続再処理技術として耐食材料や成分分析方
法並びに制御監視方法等の新規開発が必要とさ
れ，原子炉本体の開発に比べてより困難の度合
いが大きい

（２）基本概念の検討
　燃料塩（１次系）には三塩化物（UCl3‐PuCl3）16）

を，２次系には溶融塩より熱伝達特性がよく，同
時に化学的活性の小さい液体金属鉛を採用するこ
とを特徴とする溶融塩高速炉である。着眼点は以
下の４項目である。
�　１次系システムには配管のないタンク型を，
２次系には熱伝達特性のよい鉛冷却材を採用
し，中間熱交換器を小さくして燃料塩のインベ
ントリを極力低減する。

�　オンラインFP除去のみでプラント寿命中（４０
年間）燃料交換を不要とする。
（プラント運転中に連続再処理する施設は不要）
�　燃料塩は，プラント寿命後の再処理運転によ
り再利用可能とする。

�　出力規模の適正化とモジュール化による経済
性向上を図る。

（３）検討結果と評価
　溶融塩タンク型モジュール炉のプラント概念を
図４に，基本仕様を表４に示す。
　基本仕様の中で，増殖比はブランケットなしの
状態で１．０３であり，１．２の高増殖を達成するには
炉内固定ブランケットを配置する等の方策が必要
となり，その構造・再処理法については今後の検
討課題である。
　また，炉心取出平均燃焼度はプラント寿命４０年
１バッチで５万MWd/t程度で，ウラン資源有効利
用の点で十分ではなく，燃焼度増加のためには出
力密度の増加・炉外滞在溶融塩量の減量等の方策
が必要となる。しかし，出力密度増加は溶融塩炉
内滞在時間の減少を導き，遅発中性子割合の低下
から原子炉制御性へ影響を与える。また，炉外滞
在溶融塩量の減量は中間熱交換器等の小型化を必
要とするなど課題が多く，溶融塩システムを考え
る上で，今後解決していかなければならない。
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４．小型炉

　我が国における原子力発電所は，集中立地と大
容量化によるスケールメリットで経済性向上を図
るアプローチを採ってきた。これに対して小型炉
のアプローチは，エネルギー需要の多様化，立地
の分散化等を視野に入れた幅広いニーズに応える
ものといえる。本研究では，小型炉のニーズと高
速炉の特徴とを踏まえ，小型高速炉の設計要件を
整理し，Na冷却炉と鉛ビスマス冷却炉について設
計を具体化した。

４．１　小型炉のニーズと要求条件

　国内における小型炉のニーズとして，需要地に
近接することによる送電ロス・送電コストの低減
及び建設費が少ないこと等による投資リスクの縮
小が挙げられる。大型炉が大都市から遠く離れた
ところに建設されている理由の一つは，大都市近
郊の地価の高さによる敷地面積確保の困難さによ
るものであるが，敷地面積の小さい小型炉は都市
近郊立地を考えることも可能である。また，島し
ょ向け電源として，必要電力量は少ないが立地場
所が限られている場合にも小型炉のニーズがある
と考えられる。また，投資リスクの縮小はユーザ
の導入計画へ適用しやすい。
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基 本 仕 様項　目

再処理一体型塩化溶融塩タンク型モジュール炉原子炉型式

約420MWe/1,000MWt×４モジュール出力（発電端）

IHX6基/SG１基/モジュールループ数

６５０℃/４７０℃（塩化物溶融塩）１次系温度

４００℃/５７０℃（Pb）２次系温度

４９５℃/１７．５MPa主蒸気温度／圧力

塩化物溶融塩燃料（10NaCI‐20UCI3‐2.5PuCI3）炉心・燃料

約５万MWd/t（炉心取出平均）燃焼度

１．０３（ブランケットありの場合１．２）増殖比

運転棒６本＋炉停止棒６本／モジュール原子炉停止系

�受動的炉心停止方策：負の反応度温度係数
�再臨界回避方策：炉心周囲の反射体効果，
核分裂物質濃度の低減，炉心領域以外での
再臨界性低下の設計対応により排除可能

炉心安全性

縦型機械式（約１６m3/min×３基／モジュール）１次主循環ポンプ

管内１次ヘリカルコイル型（167MW×６基／モジュール）IHX

電磁ポンプ内蔵貫流ヘリカルコイル型（１基／モジュール）SG

SGHIRS＋SGACS崩壊熱除去方式

建屋ライナ張りコンクリート格納施設原子炉格納施設

プラント運転期間中燃料無交換燃料取扱い方式

R/V内設置（２基／モジュール）�FP除去装置

寿命後R/V内設置（２基／モジュール）�再処理装置

４０年プラント寿命

建屋３次元免震免震

３２m×１０８m×３０mH（約１０万m3／４モジュール）原子炉建屋

表４　溶融塩炉のプラント基本仕様

図４　塩化物溶融塩炉のプラント基本系統概念
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　海外向けには多目的利用にニーズが広がると考
えられる。例えば，海水淡水化や寒冷地への熱供
給のためには，限られた地域に適切な出力の原子
炉が適合する。また，このように厳しい環境では
燃料供給が困難となりがちであることから，燃料
交換頻度が少ないことも求められる。
　さらに，経済性に優れる大型炉ではカバーでき
ないこれらのニーズに対応するためには，少なく
とも原子力以外の分散電源と競合する経済性が求
められる。

４．２　小型炉設計研究における着眼点

　以上の要求条件に適合するための具体的な設計
検討を実施するに当たり，小型高速炉の要求条件
を満たすための着眼点として，炉心寿命３０年，自
然循環特性の向上及び炉心損傷防止強化の三点を
定めた。
（１）炉心寿命３０年
　長寿命炉心の実現可能な年数とプラント寿命と
の関係を考慮し，本研究では炉心寿命の目標を３０
年とした。一般的に，炉心の長寿命化のためには
出力密度を下げるが，出力当たりの物量評価で不
利となる。本研究では高速炉の特徴である良好な
内部転換性能を長寿命化に活かす検討を行い，炉
心形状を径方向２領域炉心として燃焼反応度が小
さくなる炉心概念を構築し，合理的な炉心サイズ
で長寿命化を図った。さらに，炉心長寿命化は燃
料交換頻度を大幅に低減することに活かし，燃料
交換設備を常設せず，燃料交換が必要となった場
合に仮設で対応するものとし，同時に炉上部構造
を大幅に簡素化することで物量低減を図った。炉
心安全の観点からも，燃焼反応度を小さくするこ
とにより，潜在的に保有する投入反応度の小さい
炉心とした。
（２）自然循環特性の向上
　小型炉設計の要点として，システム簡素化を指
向した物量削減方策が求められる。本研究では自
然循環特性の向上を図ることで，ポンプ駆動の削
減による物量及び所内負荷率の低減，定期検査時
の検査項目削減，冷却材流量喪失事象に対する高
い耐性等，様々な利点を備える概念を検討した。
自然循環冷却炉は，Na冷却及び鉛ビスマス冷却に
ついて，定格運転時も１次冷却系流量を自然循環
力によって確保する概念を検討した。準強制循環
炉は，Na冷却について，定格運転時はポンプ駆動

により流量を確保するものの，自然循環力により
事故時の流量確保を図った概念を検討した。
（３）炉心損傷防止強化
　本検討の小型炉では長寿命炉心及び自然循環特
性向上を指向することにより，次のような安全性
に関する特徴を備える。
�　炉心の出力密度が小さく異常時の温度変化が
穏やか

�　炉心の燃焼反応度が小さく，炉心が持つ潜在
的な反応度を極小化することができる

�　一定以上の冷却材流量が自然に確保される
　これらの特徴を活かし，炉心損傷に至る起因事
象，特にスクラム失敗が伴う事象に対しても事象
が静定するプラント概念を検討した。その結果，
スクラム不能時の過渡変化（ATWS）条件でも炉
心損傷に至らず，受動的に事象終息する見通しが
得られた。さらに，事故事象にスクラム失敗が重
畳する厳しい条件でも，炉心損傷に至らずに受動
的に事象が終息する可能性を見いだした。
　炉心局所閉塞に対しては，ダクトレス集合体又
はフローホール付集合体を採用して集合体側部か
らも冷却材の流入が期待できる方策とした。特に
自然循環炉であれば，ダクトレス集合体との組み
合わせにより，局所閉塞が生じた場所の温度が上
昇することでその部分の冷却材の浮力が増加する
ことにより高温部の流量が増加する流量再配分効
果を期待することができる。
　崩壊熱除去系に関しては，大型炉では除熱容量
の限界により採用することが困難であった原子炉
容器補助冷却システム（以下，RVACS）の採用に
より，受動性の高いシステムを指向した。

４．３　各候補概念の検討状況

　冷却材選定は，低圧システムのほうが受動安全
性の高い概念を構築しやすいとの判断から，Na冷
却と鉛ビスマス冷却について検討することとし
た。燃料選定では，重金属密度を高くでき，長寿
命に向く金属燃料及び窒化物燃料を冷却材との相
性により採用することとした。その結果，検討す
る冷却材と燃料の組み合わせは，Na＋金属燃料，
鉛ビスマス＋窒化物燃料の２種類となった。また，
Na炉については，１次系を完全自然循環とする
概念のほかに，強制循環により原子炉のコンパク
ト化を図ることにより経済性との両立を指向する
準強制循環概念も検討した。
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　プラントのループ数は，簡素化追求のために１
ループで検討した。この場合，事故時の炉心冷却
確保が懸念されるが，自然循環１次系炉心補助冷
却システム（以下，PRACS）＋RVACSの採用で信
頼度の低下を防ぎ，主冷却系の故障でも受動的に
炉心冷却性が確保できるようにした。
（１）自然循環方式タンク型Na冷却炉
　本概念は，Na冷却小型高速炉４Ｓ（Super Safe， 
Small and Simple） 17）の基本概念を出発点として，
炉心圧損の低減により１次冷却系を定格運転にお
いても自然循環とすることを目指したプラント概
念である。本概念のプラント基本系統及び原子炉
概念を図５に示す。
　１次冷却系自然循環のため，炉心低圧損化によ
る炉心径の拡大により，原子炉容器内径は４Ｓの
φ２．５mからφ４mとなったが，全高は中間熱交換
器（以下，IHX）及びPRACS用崩壊熱除去熱交換
器（以下，DHX）の径寸法拡大による高さ削減，
並びに炉心の短尺化により約２３mから１８mまで短
縮された。炉心径が増加したことにより４Ｓの炉
心制御方式である反射体制御が困難となり，制御
棒方式に変更した。１次冷却材は自然循環力によ
り駆動されるため，１次系主循環ポンプを削除し
た。ただし，プラント起動時に必要な１次冷却系
の補助動力として，IHX下方に補助電磁ポンプを
設置している。
　物量は原子炉及び主冷却設備（以下，NSSS）物

量が８．０トン/MWe，原子炉建屋容積が８,３００m3と
なった。
（２）準強制循環方式ループ型Na冷却炉
　１次系を完全な自然循環とし受動安全性の向上
を目指した前述の概念に対して，本概念は炉心圧
損を完全自然循環炉と従来型炉の中間領域とし，
自然循環力の強化による受動安全性向上と原子炉
構造の物量低減の両立を指向したプラント概念で
ある。本概念のプラント基本系統及び原子炉概念
を図６に示す。
　１次主冷却系は電磁ポンプにより駆動するが，
冷却材流量喪失事象への耐性を強化するために，
１次主冷却系の自然循環ヘッドを大きくとり，炉
心圧損を小さくして自然循環能力を増強してい
る。炉心低圧損化による炉心径の拡大により原子
炉容器内径はφ２．５mからφ３．３４mとなったが，全
高はIHX及びPRACS用DHXの径寸法拡大による
高さ削減と炉心の短尺化により約２３mから１８m程
度まで短縮された。強制循環冷却とすることによ
り，出力制御系を含めて炉心径約２mに制限して
物量削減を図った。炉心制御方式は，４Ｓと同様
に反射体制御方式とした。IHXは原子炉容器の外
部に設置し，蒸気発生器（以下，SG）との合体機
器とすることにより物量削減を指向した。SG伝熱
管破損の炉心影響を排除するため，鉛ビスマス中
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図５　自然循環方式タンク型Na冷却炉の概念図 図６　準強制循環方式タンク型ナトリウム冷却炉の概念図



５３

サイクル機構技報　No.１２別冊　２００１．９

間媒体を使用した一体型IHX‐SGを採用した。
　物量はNSSS物量が６．０トン/MWe，原子炉建屋容
積が１２，０００m3となった。自然循環方式との比較で
は，NSSS物質としては優位にあるが，鉛ビスマス
取扱いに伴う補助設備の増加，１次冷却系範囲拡
大による格納設備の増加等により一体型IHX‐SG
採用によるプラントコストへの影響は有意な差が
見られなかった。
（３）自然循環方式タンク型鉛ビスマス冷却炉
　本概念は，鉛ビスマスを冷却材に使用すること
で２次系を削除し，さらに自然循環力に期待した
システムを指向したものである。本概念のプラン
ト及び原子炉構造の基本概念を図７に示す。
　冷却材が鉛ビスマスという高密度液体であるた
め，制御棒の重力落下挿入を実現できるように，
鉛ビスマスより高密度なタンタルを制御棒材料に
採用した。タンタルは従来の制御棒材料よりも反
応度価値が小さいが，小型炉用炉心が低燃焼反応
度であるため採用が可能となっている。
　本概念では，長寿命１バッチ炉心であることか
ら炉心一体交換を図ったが，鉛ビスマス中の交換
のために炉心まわりの構造を強固にする必要があ
り，この部分の物量が巨大なものとなった。
物量はNSSS物量が７．７トン/MWe，原子炉建屋容
積が８，７００m3となった。

４．４　まとめ

　設計要件として，炉心寿命３０年，自然循環特性
の向上及び炉心損傷防止強化の三点を掲げ，これ
ら要件を満たす３種類の概念を具体化した。物量
による比較では，Na冷却炉の自然循環型炉と準強
制循環型炉の比較において，NSSS物量は準強制
循環炉が有利であること，及び鉛ビスマス中間媒

体を使用して２次系を簡素化する場合と従来型２
次系を採用する場合との比較では差が表れない結
果を得た。鉛ビスマス冷却炉の検討からは，炉心
一体交換する概念は原子炉構造の物量が大きくな
り経済的に見合わない結果となった。
　今後は，フェーズ�の設計要求においてプラン
トコストの最適化を行い，小型炉のニーズを見据
えながら実用化の見通しを得るよう検討を進める。

５．総合評価

　実用化戦略調査研究フェーズ�において，実用
化候補概念を実現し得る冷却材として，Na，鉛ビ
スマス，ガス，水を選択した。
　フェーズ�で選択した冷却材により構築したプ
ラント概念について，いずれも安全性を確保した上
で，Na冷却炉は当初目標の建設コスト２０万円/kWe
を満たすことが可能となり，鉛ビスマス冷却炉，
ガス冷却炉及び水冷却炉では，まだ目標値よりは
やや高いものの，一層の工夫により目標を満たす
見通しのあることが分かった。もちろん，冷却材
により高速中性子の経済性（炉心特性）には優劣
がある。また，開発すべき事項の難易度にも差が
ある。
　フェーズ�では，冷却材の特徴をあまり考慮せ
ず，一律に先の五つの目標を満たすことを条件と
して，「物量」及び「建設コスト」を指標として比
較した。異なる冷却材について，このような同一
の境界条件で同一の指標を用いて比較した研究
は，本研究が初めてである。これにより，それぞ
れの冷却材が持つ弱点を設計で強化するための方
策とそのコストが明確となった。

６．おわりに

　２００１年度から５カ年の予定で開始したフェーズ
�では，それぞれの冷却材ごとに，その成立性を
左右する課題について具体的な事実を確認し，そ
の解決の見通しを得ること，また，それぞれの冷
却材の特徴を最大限生かしたプラント像を構築す
ることを一つの目的としている。本研究により，
原子炉プラントについて，実用化時代に要求され
る要件を満たす実用化像を提示できるものと考え
ている。
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図７　自然循環方式タンク型Na冷却炉の概念図
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